
- 1 - 
 

HPCI アーカイブサーバの更新仕様書 
 
 

1. 目的 
一般財団法人高度情報科学技術研究機構 HPC 共用推進センター（以下「当財団」とい

う。）では、HPCI の運営委託事業の代表機関として業務を遂行しており、ランサムウェ

アなどへの感染により業務の継続性が損なわれることがないよう、同運営委託事業で取り

扱う各種データをオフラインバックアップする HPCI アーカイブサーバ（サーバ機器、バ

ックアップソフトウェア、テープドライブ装置及び無停電電源装置（以下 UPS）一式を総

称）を 2017 年度に導入している。 
2027 年 1 月にサーバ OS のサポートが終了すること、導入から約 9 年が経過し、昨今

の取り扱うデータサイズの爆発的な増加により導入当初のテープ保存規格では耐え切れな

くなってきたこと、バックアップソフトウェアが EOL を迎えたこと、UPS の耐用年数を

迎えたことから、最新版の OS を搭載したサーバ機器とバックアップソフトウェア、最新

版のテープ規格に対応するテープドライブ装置及び UPS に更新する。 
本仕様書は、これらの HPCI アーカイブサーバを更新するための機器仕様等について定

めたものである。 

 
2. 仕様 

機器等の仕様を以下のとおり提示する。なお、仕様を満たすものであれば相当品も可と

するが、相当品を提案する場合には、相当品であることを証明できる資料を提出し、当財

団の確認を受けること。 
 

2.1 サーバ機器 

(1) 品名及び数量 
ラックマウント型サーバ 1 台 
(HPE ProLiant DL20 Gen11 2LFF モデルもしくはその相当品) 

(2) 仕様 
① 1U サイズの 19 インチラックマウント型で、ラックレールキットを有すること。 
② Intel Xeon 6325P 3.5GHz 4Core 以上のプロセッサを 1 個以上搭載すること。 
③ DDR5‑4800 相当のメモリを 16GB 以上搭載すること。 
④ 7,200rpm 以上で動作する SATA インタフェースのハードディスク装置で、1 本あた

り約 1TB の容量を有し、オンボードのコントローラに接続、2 本で RAID1 を構成す

ること。RAID はハードウェア RAID／ソフトウェア RAID いずれも可とする。 
⑤ LTO ドライブと接続するための外部接続用 SAS インタフェースを 1 ポート有するこ

と。 
⑥ ネットワークインタフェースは 1GbE 以上で 1 ポート以上を有していること。 
⑦ OSとは独立したハードウェア監視用コントローラを有していること。遠隔操作にて、

リモート・コンソール画面の操作、仮想メディア機能を利用した遠隔からの OS イン

ストール、ファームウェアのアップデート、ハードウェア状態の監視、アラームの通
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知、電源の制御が行えること。 
⑧ 電源は 100V290W 以上の容量にて実装すること。電源ケーブルは商用電源の 100V に

接続できるものを 1 本付属すること。 
⑨ 情報漏洩防止の観点から、サーバの廃棄・再利用時に、NIST SP 800-88, Revision 1

に準拠したサーバの初期化を GUI 及び RESTful API を経由して自動で一度に行う機

能を有すること。 
⑩ OS は Windows Server2022 以上を搭載すること。 

(3) セットアップ 
ハードウェアの組み上げ（キッティング）を行うこと。ハードディスクは RAID 設定

（RAID1 に設定）を実施した後、記憶領域として未フォーマット状態で約 1TB の容量

が利用できることを確認すること。なお、OS のインストールは当財団において行うの

で、OS 稼働状態での動作確認は不要とする。 
 

2.2 バックアップソフトウェア 

(1) 品名及び数量 
バックアップソフトウェア(「Arcserve Backup」もしくは相当品) 

WindowsServer 用サーバライセンス×1 ライセンス 
 WindowsServer 用クライアントライセンス×2 ライセンス 
 Linux（AlmaLinux）用クライアントライセンス×1 ライセンス 

(2) 仕様 
① Windows Server 上で稼働するバックアップソフトウェアで、バックアップ先にオ

ートローダタイプを搭載した「2.3 テープドライブ装置」に示す LTO9 ドライブ

を指定できること。 
② クライアントの OS として、Windows Storage Server、Windows Server、

Linux(AlmaLinux)をサポートすること。 
③ クライアント OS が Windows Server の場合、その OS 配下の各種データのバック

アップに加え HyperV による仮想化環境配下の仮想マシンのバックアップも取得

できること。 
また、HyperV 配下の仮想マシンのバックアップは、仮想マシンが稼働中（オンラ

イン状態）であっても取得でき、レストア時にはバックアップを取得した時点の状

態に復元できること。 
④ フルバックアップや差分、増分バックアップ等のバックアップスケジュールを

WebUI もしくは専用 UI で設定できること。 

(3) セットアップ 
不要。ただし、当財団においてセットアップが可能なようにインストールメディアもし

くはダウンロードサイトの URL 及びインストールマニュアルを提供すること。 
 
2.3 テープドライブ装置 

(1) 品名及び数量 
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LTO9 Ultrium45000 テープドライブ（以下テープドライブと略）を内包するテープオ

ートローダー 1 台 
(HPE MSL LTO9 Ultrium45000 SAS ドライブキット及び HPE 1/8 G3 0-drive テー

プオートローダーもしくはその相当品) 

(2) 仕様 
① 1U サイズの 19 インチラックマウント型で、ラックレールキットを有すること。 
② LTO9 規格に対応したテープドライブを有すること。 
③ テープオートローダーのカートリッジには 8 本のテープメディアを格納できるこ

と。 
④ 12GB/S の SAS インタフェースを有すること。 
⑤ LTO9 テープ使用時、2.5:1 の圧縮で最大 360TB の容量を保存できること。 
⑥ 電源は 100V の商用電源に対応すること。電源ケーブルは、100V 用 C13/NEMA5-

15P を 1 本付属すること。 
⑦ 「2.1 サーバ機器」との接続用に 1.5m の SAS ケーブルを付属すること。 
⑧ データ保存用のテープメディアとして LTO9 テープメディアを 7 本、クリーニン

グ用のメディアを 1 本それぞれ付属すること。 

(3) セットアップ 
テープオートローダーとテープドライブが別々の機材としてメーカ出荷されている場

合は、受注者にて組み上げ（キッティング）を行い納品すること。組み上げ後は「2.1 
サーバ機器」と接続し、サーバ側において BIOS レベルで認識すること。 

 
2.4 無停電電源装置（UPS） 

(1) 品名及び数量 
750VA の電源容量を持つ無停電電源装置 1 台 
(ShneiderElectric 社製 APC Smart-UPS 750VA もしくはその相当品) 

(2) 仕様 
① 1U サイズの 19 インチラックマウント型で、ラックレールキットを有すること。 
② 電源は 100V の商用電源に対応すること。電源プラグは NEMA 5-15P の形状であ

ること。 
③ 出力電源の定格容量は 750VA 以上であること。 
④ 出力コンセントは NEMA 5-15R の形状を 3 口以上有すること。 

(3) セットアップ 
不要。 

 

3. 保守 
HPCI アーカイブサーバの保守期間は 1 年間とし、障害発生時の相談・問い合わせは月

曜日～金曜日午前 9 時 00 分～午後 5 時 30 分（祝日及び保守会社の休業日を除く）とする

こと。また、ハードウェア障害の場合は翌営業日のオンサイトによる対応とすること。 
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4. 納入期限 
2027 年 1 月 29 日（金） 
 

5. 納品場所 
〒650-0047 兵庫県神戸市中央区港島南町 1-5-2 神戸キメックセンタービル 6 階 
一般財団法人高度情報科学技術研究機構 HPC 共用推進センター 

 

6. 検収条件 
2.1 (3)及び 2.3 (3)に示すセットアップの完了後、5.に示す場所に機器が納品され、目視

による外観検査と BIOS またはハードウェア監視用コントローラにより本仕様を満たして

いること、保守の証書等で 3.に示す内容を満たしていることを当財団が認めたときをもっ

て、検収合格とする。 
 

7. グリーン購入法の推進 
(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

に適用する環境物品（事務用品、OA 機器等）が発生する場合は、これを採用するものと

する。 
(2) 本仕様に定める提出書類（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定め

る「紙類」の基準を満たしたものとする。 
 

8. 特記事項 
(1) 本件を遂行する上で知り得た機密情報については、本件のみに使用し、第三者に開示・公

開しないこと。 
(2) 受注者は、当財団が定める競争的資金等の使用に係る不正防止計画に則り、「一般財団法

人高度情報科学技術研究機構との取引において遵守すべき事項について」を遵守するこ

と。（「一般財団法人高度情報科学技術研究機構との取引において遵守すべき事項につい

て」は、当財団ホームページのメニュー「競争的資金の取扱」に格納している「競争的資

金等の使用に係る不正防止計画（pdf）」の最終ページに掲載してあるので確認のこと。） 
(3) その他本仕様書に記載の事項及び記載のない事項について疑義が生じた時は速やかに当

財団と協議のうえ、その決定に従うものとする。 
 

以 上 


